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参考資料 

 

（参考１）技術開発状況 

参考1-1 自動運転の技術開発状況 

１ 自動走行農機（トラクタ）の走行技術 

（１）自動走行手順（有人監視下での自動運転） 

通常、トラクタでほ場内を作業するに当たり、トラクタ本体の長さに相当する枕

地部分は往復作業ができないことから、まずはほ場の中央部を往復作業し、 後に

外周（３周分程度）を走行する等して、やり残しなく作業を行っている。 

上記を踏まえ、現在市販化されている「ほ場内やほ場周辺からの監視下での無人

状態での自動走行」の経路設定(※）は、 

① 手動操作でほ場の外周を走行し、ほ場の形状を記憶登録（２回目以降の作

業時は登録不要）（ティーチング） 

② 自動運転でほ場の中央部の往復作業 

③ 自動運転で外周３周のうちの 内周の作業 

④ 後に手動操作で 外周２周の作業 

の手順で行うのが一般的である。 

(※) 市販化されている「ほ場内やほ場周辺からの監視下での無人状態での自動

走行」（有人監視下での自動運転）の自動走行農機の走行方法の一例を記載

しており、メーカーにより走行方法が異なる場合があるため、留意が必要。 

 

（２）走行技術（有人監視下での自動運転） 

「ほ場内やほ場周辺からの監視下での無人状態での自動走行」では、自己位置推

定のズレが大きいと、オーバーラップ率が大きくなり非効率となる。よって、オー

バーラップ率を 小とするため、誤差数cmのRTK-GNSS等を活用するGPSガイダンス機

能を搭載するものが一般的である。 

自動走行の経路設定には、ほ場の外周を走行し形状を記憶させる必要があり、ほ

場が四角形の場合は四隅を、四角形でない場合は変化点(屈折点)を押さえている。 

現在市販化されているほ場内やほ場周辺からの監視下での無人状態での自動走行ト

ラクタは搭載センサーにて障害物の検知を行っているが、障害物が人であるかモノ

であるかといった識別は行っていない。 

 

２ その他の自動運転の走行技術 

（１）自動車における技術開発 

自動運転システムには、自己位置推定、周辺環境認知、走行軌道生成、ヒューマ

ンマシンインターフェイスの４つの技術が必要となる。高度な自己位置推定、周辺

環境認知のため、高精度なデジタル地図及び無線通信で得られる情報を組み合わせ

たダイナミックマップの開発が進められている。 
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（「自動車の自動運転システムの技術概要」 日本AEM学会誌 Vol.25,No.4 2017 より） 

（２）自己位置推定技術 

自動車は主に画像センサーによる白線検知等により、自己位置の推定を行ってお

り、高精度地図（ダイナミックマップ）及びGPSは補助として用いている。 

なお、信号機及び停止線等のランドマークで自己位置を補正する技術もある。走行

中にセンサーが白線を検知することで境界線の検知が可能なため、通信環境は誤差

が大きい無償のGPSで十分となっている。 

 

（３）周辺環境認知技術 

周辺環境の認知の技術はセンサー、通信技術が主となる。 

ア センサー 

自動運転システムで使用されるセンサーは主にミリ波レーダー、LiDAR（３Ｄ

レンジセンサ）、カメラの３種となる。これらは各々性能限界が高い項目、低

い項目があり、性能限界が生じても安全性を担保するためのセンサフュージョ

ンの技術開発が進められている。 

従来LiDARが主に使用され、カメラが画像は従属的に用いる技術がメインであ

ったが、 近の動向としてはDeep Learning技術の発展により、カメラ画像が主

に使用され、LiDAR及びミリ波レーダーが従属的に用いられる開発が行われるよ

うになってきている（SIP第１期ロボット農機高度運用WG 深尾教授資料より）。 

 

イ 通信技術 

自動運転システムには、車間通信（V2V：Vehicle-to-Vehicle）、路車間通信

（V2I：Vehicle-to-roadside-Infrastructure）、スマートフォンを持った歩行

者及び車の通信（V2P：Vehicle-to-Pedestrian）等の車とモノとの通信（V2X：

Vehicle-to-everything）技術が必要となる。 

平成31年２月時点では、狭域通信、C-V2X通信、４Ｇ、LTE、５Ｇが国際的に

も多くのユースケースで取組がなされている。（「『戦略的イノベーション創

造プログラム（SIP）第２期自動運転（システム及びサービスの拡張）』のうち

自動運転システムにおけるV2X技術等を含む新たな通信技術の活用に関する調

査」三菱総合研究所 平成31年２月 より） 

ダイナミックマップにはこれらの通信で得られた情報が紐づけされる。 

前述のように、高速道路におけるSAEのレベル４、レベル５、一般道における

SAEのレベル３、４、５は技術開発中となる。現時点でSAEのレベル４、５にお

ける５Ｇ通信の要否は定まっていない。現在のSIPダイナミックマップ大規模実

証実験では５Ｇを活用しており、５Ｇで遠隔操縦というシナリオは描かれてい

るが、実用上は多数の車両の遠隔監視は不可能との見方もある。ただし、リア

ルタイムの安全性にかかわらない情報通信においては、５Ｇ通信は有用と考え

られる。 
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参考 1-2 ほ場間の移動を含む遠隔監視下でのロボットトラクタ等自動運転の実証状況 

ほ場間の移動を含む遠隔監視下での自動運転は技術開発段階にあり、富山県富山市、

北海道富良野市(共に、戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)第２期 スマートバ

イオ産業・農業基盤技術)、北海道岩見沢市(北海道大学、岩見沢市、NTTグループ産官学

連携協定)等で実証中である。 

 

 

１ 戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)第２期 スマートバイオ産業・農業基盤

技術 

SIP第２期では、日本再興戦略2016（H28.6.2 閣議決定）に掲げられた「2020年ま

でにほ場間での移動を含む遠隔監視による無人自動走行システムを実現」について、

2020.10月に富山の農業生産法人の協力のもと、実演会を開催して政策目標の達成が

宣言された。  

以降も、遠隔監視型ロボットシステムの社会実装化に向けて、開発改良・実証を通

じてシステムの安定性の向上を図り、加えて行政・関係期間との連携を通じて技術進

捗等について共有を図りながら、社会実装の基盤となる運用ルール・指針の策定支援

を行い、2022年12月に「SIP「知能化農機」“実演会＋シンポジウム”」を開催し、そ

の成果が公開されている。これらの実証は、現状の通信技術の普及状況を踏まえ、４

Ｇ、LTE下で行われている。 

なお、“実演会＋シンポジウム”の開催結果については、YouTube上でも公開されて

おり、下記でその概要を紹介する。 

 

 SIP 第２期 “知能化農機” 実演会＋シンポジウム「車両系ロボット農機を基軸とする農

作業のスマート化、そしてDX化」(https://www.youtube.com/watch?v=lGZbcu4cE18) 
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（１）"遠隔監視"型と"ほ場周辺監視"型ロボットトラクタによる連携作業 

ユーザーインターフェースとして、クラウドベースの遠隔監視アプリケーションとロ

ボット車両（異なるメーカ・車種）が連携し、車両の状態確認、操作が行えるシステム

（遠隔監視システム）が構築されている。また、どの農機メーカーでも利用可能な「自

動走行農機用デジタルマップ」の共通仕様化として、交差点、ほ場の出入り口などのエ

リア情報、カーブ、急勾配箇所及び一時停止位置などレーン情報など、安全な走行を実

現するための情報を有するデジタルマップが開発されている。 

これらの開発成果として、実演会にて“遠隔監視"型と"ほ場周辺監視"型ロボットト

ラクタによる連携作業”が発表された。以下にその内容を示す。 

 

① 遠隔監視システムで周辺の安全を確認し遠隔操作によって作業を開始 
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② ロボットトラクタの始動、地図情報を基とした経路作成及びほ場間移動 

 
 

③ 障害物検知、緊急停止 

   

 RGB カメラ及び熱画像カメラを用いて人や障害物を検知しロボットは緊急停止す

る。その際、作業管理者には車両が停止されたことが通知される。 

  

ロボットトラクタの走行状況 

障害物検知 

通知 

ロボトラから送られる周辺画像 

遠隔監視システム 
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④ 作業監視者は遠隔監視システムでロボット周辺の安全を確認後、遠隔操作で走行

再開 

 
 

⑤ ほ場内の農作業開始位置に移動、耕うんの開始 

 
 

  

安全確認・運転再開指令 
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（２）遠隔監視システムと環境認識機能を付与した無人自動走行 

車両周辺の危険範囲内の障害物検知のため、構築されてきた深層学習モデルの性能向

上を目的として、農業環境用障害物データセットが構成され、モデルの学習に利用され

ている。また、制御システムの走行安全性を分析し、安全性を高めるためのパラメータ

設定・経路設定を通じて実証等に取り組まれている。併せて、中山間地等のGNSS信号が

不安定なエリアでの自動走行を想定して、環境認識やランドマーク認識を用いて自動走

行を継続するアルゴリズムの開発が行われている。 

これらの開発成果として、実演会にて“遠隔監視システムと環境認識機能を付与した

無人自動走行”が発表された。以下にその内容を示す。 

 

① 上方が開けた箇所での走行 

 
 上方の開けた箇所では、遮蔽物による電波受信の際の障害が発生しにくいため、GNSS を

用いて、自己位置を推定し、走行している（道路走行時の 高速度は 15 ㎞／h）。 

 走行の際は、安全確保のため、ほ場出入口や交差点手前で停止する。停止後は遠隔監視シ

ステムによる映像により、ロボット周辺の安全を確認して自動走行を再開する。 

  

ロボトラから送られる周辺画像 ロボットトラクタの自己位置 
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② ステレオカメラによる障害物検知 

 
 ステレオカメラにより経路上の障害物の有無を検知し、自動的に減速・停止を行う。 

 遠隔監視者は画面上でロボット周囲の安全を確認したうえで走行再開する。 

 

③ GNSS 受信不可エリアでの自己位置推定 

 

障害物 

障害物検知により減速 

①専用ポールをセンサ、カメラ等で検知 

②専用ポールとの位置関係を

地図データにフィードバック 
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 周囲に遮蔽物がある等、GNSS 受信不可エリアでは設置した専用ポールを検知して自己

位置を認識する。 

 ランドマークとなる専用ポールはコスト面から主に交差点や危険箇所に設置。 

 GNSS 不使用時にキャビン上部の作業灯を点灯させ、周囲の作業者等にも周知を行う。 

 

④ 道路外への走行 

 
 道路外に出る際も一時停止をして、遠隔監視による安全確認を行う。 
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２ 自動トラクター等の農機の遠隔監視制御による自動運転等の実現(北海道岩見沢市) 

ローカル５Ｇ等の無線通信システムを用いた「遠隔監視下での無人状態での自動走

行」による農機作業を実現するとともに、映像情報を含むビッグデータの分析に基づ

く「農作業の 適な作業時期提示」を実現することを目的としている。 

コンソーシアムメンバーとしては、北海道大学及びＮＴＴを中心に農機メーカー及

び地域の法人等が参画しており、実証課題は以下のとおり。 

 

① 自動運転トラクター等の遠隔監視下での無人自動走行 （複数台の同時走行、圃場

間の公道走行等） 

② 各種センサーから取得される生育データ等のビッグデータ 収集・解析（ 適な農

業計画策定等）  

③ 複数の既存インフラと組み合わせたネットワーク利活用 （各種センサーやカメラ

等を用いた排水路監視等） 

 

本実証における遠隔監視によるロボット作業システムは基本的に地域内で複数の

ロボットに同時作業させるシステムで、ロボット管制室にいる１人のオペレータが離

れた複数の畑で作業しているロボットを管理できるものであり、テレコントロール・

データ伝送（ロボットの作業データを伝送する機能と管制室からロボットを制御する

機能を担う通信系）及びロボット周辺の画像伝送の通信において、ローカル５Ｇを構

築することで対応するものである。 

 

 

資料：農業のロボット化における無線ネットワークの利用 

（北海道大学大学院農学研究院  野口 伸教授） 
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参考1-3 設計段階における走行シミュレーションの活用 

地形条件、隣接及び対面するほ場との位置関係から、進入路におけるロボットトラク

タ等の出入りに注意を必要とする箇所については、設計段階における３次元モデル上で

のシミュレーションによる検討が有効である。なお、農機に特化したシミュレーション

ソフトは現時点で開発中だが、既に市販されている施工計画用のシミュレーションソフ

トで簡易な検討を行っている事例もある（北海道空知郡）。また、ロボットトラクタ等を

活用する営農者にも走行シミュレーションの検討結果を共有することによって、地元説

明の円滑化が期待される。 

 

(参考資料)３次元モデル上でのシミュレーションを進入路整備に活用した事例（富山県富山市） 

資料：戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)第２

期 スマートバイオ産業・農業基盤技術提供 
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（参考２）農地基盤デジタルプラットフォームの構想 

情報化施工技術活用工事等によって取得した農地基盤の３次元位置情報等を施工後

の維持管理及び営農に利用するには、将来的にクラウド上にデータを共有するための共

通基盤（プラットフォーム）の検討も必要であり、現在、（国研）農研機構農村工学研究

部門において農地基盤デジタルプラットフォームの研究が進められている。 

また、既存システム及び他のプラットフォームとのデータ連携が可能なAPIを備える

ことで、将来的には農地基盤データと多様なデータの組み合わせが可能となり、維持管

理及び営農において、農地基盤における事業者、施設管理者、ユーザー（農家）及び民

間企業などへ価値の高いUI(User Interface)·UX (User Experience)を提供することが

期待される。 

 

(参考資料) 農地基盤デジタルプラットフォームの概念図 
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（参考３）実証で生じている現在の技術的課題とその対応 

「参考1-2 ほ場間の移動を含む遠隔監視下でのロボットトラクタ等自動運転の実証状

況」で示した実証で実際に生じている技術的課題とその対策案を記載する。 

 

参考3-1 ロボットトラクタによる交差点、進入路等の走行 

ロボットトラクタの走行において、GNSSからの信号情報のみによる制御では、交差点

や進入路等、センサーでの自動走行が困難な箇所での走行について、安全性が十分に確

保されていない場合が想定される。信号情報が届かない箇所での走行安全性を確保する

ためには、農機用地図データとSLAMやマーカーなどを組み合わせた機械による対応の他、

基盤側においても以下の技術課題に対応する必要があるものと想定される。 

ロボットトラクタは、設定された走行経路に基づき、同じ軌道を走行する。そのため、

実証では、交差点や進入路が土砂系舗装の場合、轍
わだち

掘れの発生が確認されており、この

対策として、コンクリート等による舗装が有効と考えられる。 

また、GNSSの信号情報の安定性等を考慮した場合、現場でセンサーなどにより把握で

きる既知点を与えることが有用であり、コンクリート舗装等と合わせてソフトポールコ

ーンを設置するなどが有効と考えられる。 

さらに、ソフトポールコーンを設置する際に現場の位置情報、作物、作業に関する情

報を持ったQRコードを作成しておくことで、ロボットトラクタがQRコードを読み取り、

これらの情報を取得し走行に活用することも考えられる。 

 

(参考資料) ロボットトラクタによる交差点、進入路等の走行の技術課題と対策イメージ 

 

  



 

- 66 - 

 

参考3-2 農道上の支障物の位置の把握 

実証では、雑草により、ほ場の境界部や支障物、道路の陥没等の検知が困難になると

いった課題が確認されている。 

現在、ロボットトラクタの直進走行では、ミリ波レーダー、LiDAR（３Ｄレンジセン

サ）、カメラ等のセンサーに基づく支障物確認が行われているため、走行経路に支障物

が存在する場合やほ場境界部については、これらのセンサーで把握可能となるような整

備が有効である。 

整備の一例として、ソフトポールコーン等の目印の設置や、張りコンクリートによる

支障物周辺の防除等が挙げられる。その他、農機用地図データに農道上に存在する支障

物をあらかじめ登録しておくことで、支障物を回避した走行が可能となる。 

 

参考3-3 森林・防風林等の遮蔽物の影響における補完技術 

一般に森林・防風林等の遮蔽物がある場合、衛星から送信された信号が反射、回折し、

自己位置の推定が困難となる。「第７ 補完代替設備の検討」で示したとおり、実証では

反射材のポールを立てて位置補正を図っている。参考資料では、その他の技術として(1) 

３次元地図作成処理（SLAM）を活用した自己位置推定手法と(2) センチメータ級測位補

強サービス(CLAS）を解説する。 

１ ３次元地図作成処理（SLAM）を活用した自己位置推定方法 

中山間地でGNSSが受信できないエリアでは、座標情報とSLAM（Visual slam,LiDAR 

slam等）を組み合わせて位置を推定する手法が有効である。ただし、GNSSによる位

置補正から画像認識等による自己位置補正に切り替わることで進行方向の蓄積誤差

から地図データとの誤差が発生する場合がある。また、現在、主要とされているSLAM

の技術は、比較的、環境の変化が小さい市街地を対象としたものであり、環境の変

化が大きい農地には適さないおそれがある。そのため、農地に適用する際には、上

記の課題を解決する必要があり、今後の技術開発動向を注視する必要がある。 
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(参考資料) ３次元地図作成処理（SLAM）の概要※ 

２ センチメータ級測位補強サービス(CLAS）の概要 

センチメータ級測位補強サービス(CLAS）は、高精度な衛星測位を行うため、国土

交通省国土地理院が全国に整備している電子基準点のデータを利用して電子基準点

を用いて補正情報を計算し、現在位置を正確に求めるための情報（センチメータ級

測位補強情報）をみちびきから送信するサービスであり、中山間地域においても精

度の高い位置情報を提供可能である。ただし、現在はサービス提供社が少なく、今

後の技術普及状況を注視する必要がある。 

 

(参考資料) センチメータ級測位補強サービス(CLAS）の概要 

出典：センチメータ級測位補強サービス｜サービス概要｜みちびき 

（準天頂衛星システム：QZSS）公式サイト – 内閣府  

https://qzss.go.jp/overview/services/sv06_clas.html 

中山間地域でのCLASの導入に関しては、現在、北海道大学や京都大学等で研究・

実証が行われており、CLASを導入することにより、複雑な起伏を含む地形や防風林・

雑木林などマルチパスが起こりやすい環境やネットワークが脆弱な環境においても

高い精度が得られ、RTK測位と比べても精度低下がみられないことが分かっている。

また、CLASに対応した受信機や農機も開発されてきており、今後の技術開発動向を

注視する必要がある。  




